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【基本方針策定の意義と目的】 

山口県では、県政運営の指針である「元気創出やまぐち！未来開拓チャレンジプラン」にお

いて重点施策に位置付けている、「暮らしやすいまちづくり」を効率的かつ戦略的に推進してい

くため、全県的な都市計画、都市づくりの考え方として、「山口県都市計画基本方針」を策定す

ることとしました。 

  この基本方針を基に広域都市圏ごとの都市計画の方針（広域方針）を定め、都市計画法に基

づく都市計画区域マスタープランを策定することとしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基本方針の役割】 
 
 

元気創出やまぐち！ 
未来開拓チャレンジプラン 

「活力みなぎる山口県」の実現 

県全域の都市計画方針（全県的な都市づくりの方向性）    ⇒ 

山口県における今後２０年間を目標とした都市計画方針を示す「県全域の都市計画方針」

を定めます。 

都市計画制度の運用方針（新しい都市計画制度運用の考え方）⇒ 

平成１２年及び１８年の都市計画法改正に伴う新しい都市計画などの運用の考え方を示

す「都市計画制度の運用方針」を定めます。 

第１章 基本方針の概要 

第２章 

第３章 

暮らしやすいまちづくり 

都市計画法 

都市計画運用指針 

山口県都市計画基本方針 

都市づくりを効率的かつ戦略

的に推進していくための方針 

広域都市圏の都市計画の方針（広域方針） 

都市計画区域マスタープラン（都市計画法第６条の２） 
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【山口県の現状】 
 

山口県の特性 県内の各都市の状況 山口県の都市計画の現状 

◆分散型の県域構造 

◆大都市圏に挟まれた県域 

◆減少が続く県人口 

◆全国や他県を上回る高齢化の進行 

◆広域化する都市間交流 

◆商業販売額の減少 

◆空き家の増加 

◆18 都市計画区域（県人口の約 91％） 

◆４区域で区域区分（線引き）を指定 

◆道路、下水道の整備率が低水準 

 

【都市計画の課題】 
 
 

 

 

 

 
 

【都市計画の目標】 
 

人口減少・少子高齢化 

都市の個性の喪失 

市街地の拡大と低密度化 深刻化する都市災害 

産業の衰退 分散型の県域構造 住民ニーズの多様化 

都市ごとの個性を活かし、 
連携して活力を生む 
ネットワークづくり 

ゆとりとにぎわいの 
都市生活を提供する 

安心・安全な 
集約型の都市づくり 

豊かな郷土資源を未来に 
引き継ぐ、個性あふれる 

美しい都市づくり 

住民と行政が協働し、 
共創する身近な都市づくり 

本県では、「都市型社会」における都市問題を直視し、質的な充実を図りながら、都市の個性が活力を

生み、都市間の交流・連携が相互の不足を補う、成熟した都市型社会の構築を目指すことにより、「暮ら

しやすいまちづくり」を推進します。 

暮らしやすいまちづくり 

都市づくりの基本理念 

「暮らしやすいまちづくり」を進めていくため、４つの基本理念を定め、総合的かつ計画的な都市づ

くりを進めます。 

都市の個性による活力の育成 都市間の連携による活力の展開 

暮らしやすいまちづくり 

【成熟した都市型社会の構築】 

第２章 県全域の都市計画方針 
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都市の構造方針 

都市の構造方針 

【山口県の都市計画方針】 
 
 これからの県土構造のあり方及び土地利用、都市施設、市街地開発事業、自然的環境の整備又は保全、

景観形成、都市防災等の各分野に関する都市計画の基本的な考え方を示します。 

 

中規模な都市が分散している県内の都市の状況や都市づくりの基本理念を踏まえ、県内８つの広域

都市圏毎に、都市の個性を引き出す美しい都市づくり、都市の活力を持続する機能が集約した都市づ

くりを進めながら、都市圏間の交流・連携を促進するための都市ネットワークづくりを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

■集約型都市づくりの方向性 

－多核多層ネットワーク型 

コンパクトシティ－ 

「都市」、「地域」、「生活」の

３つの拠点（多核）に、都市機能を

階層的（多層）に配置し、それぞれ

の拠点が機能を補完・連携（ネット

ワーク）しながら、活力ある集約型

都市づくりを目指します。 

■集約型都市づくりを支える 

交流・連携ネットワーク 

都市間・地域間の連携の強化を進

めることにより、都市機能を相互に

補完し、効率的な都市サービスを提

供するとともに、地域間の様々な交

流を促進し、県域全体のにぎわいと

活力を創出します。 

▲県域の都市圏構造方針 

▲多核多層ネットワーク型コンパクトシティの都市構造イメージ 

県域の都市圏構造方針 

都市の構造方針 
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都市計画区域の構成方針 

本県では、一体の都市として総合的に整備・開発及び保全を行うべき区域として 18 の都市計画区

域を指定しています。これらについて、今後の都市化の動向や広域化する都市の一体性などを考慮し

ながら、必要に応じて再構成を検討します。 

 

土地利用の方針 

市街地に内在する防災や環境などの課題に対応しつつ美しい都市づくりを推進するため、区域区分

制度の適切な運用、既成市街地や周辺市街地の適正な土地利用誘導、用途地域外や都市計画区域外の

土地利用コントロール、地区計画の積極的な活用などにより、地域の自然的環境や都市基盤と整合の

とれた計画的な土地利用を進めます。 

 

都市施設の方針 

集約型都市構造の実現や安心・安全な社会の確立のため、重点投資、コスト縮減を念頭に置き、景

観やユニバーサルデザイン、環境負荷の低減などに配慮しながら、街路・公園・下水道など都市基盤

施設の効率的な整備を進めます。 

 

市街地開発事業の方針 

集約型都市構造の実現には、公共交通の結節点や中心市街地等、拠点となるエリアでの市街地環境

の整備や都市機能の集積がこれまで以上に重要となるため、市街地開発事業等による土地の高度利用

や適切な土地利用の推進を図ります。 

 

自然的環境の整備または保全の方針 

本県の特性である豊かな自然環境を維持し、都市環境の保全・創出を図るため、身近な緑の保全と

創造、自然と人とのふれあいの場の確保、自然的環境への負荷の低減に取り組みます。 

 

景観形成の方針 

良好な景観により育まれる心の豊かさやふるさとへの愛着心、連帯感を高めるため、地域の美しい

景観に対する関心づくり、個性豊かな地域景観づくり、良好な公共空間の形成を進めます。 

 

都市防災の方針 

災害に強い都市の形成のため、山口県地域防災計画などとの整合を図りながら、ハード対策とソフ

ト対策を組み合わせた総合的な防災、減災対策を推進します。 

 

都市計画の見直しの考え方 

都市の将来像を実現するために都市計画決定されたものの、その後長期にわたり事業が行われてい

ない都市施設や市街地開発事業について、その必要性を判断した状況が大きく変化した場合等におい

ては、必要に応じて見直しを行います。 
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都市計画区域の指定や区域区分（線引き）要否の考え方、新しい土地利用制度等の運用の考え

方、さらに都市計画区域マスタープランの策定方針や都市計画における住民参加の考え方等につ

いて定めます。 

 

 都都市市計計画画区区域域のの運運用用方方針針  

■都市の一体性に対応する都市計画区域の

合同・分離の検討の考え方 

■都市化の動向に対応する都市計画区域の

変更（拡大・縮小）の検討の考え方 

■都市計画区域の廃止・新たな区域指定の

検討の考え方 

区区域域区区分分制制度度のの適適用用方方針針  

■区域区分の適用方針（区域区分の継続、新

たな適用） 

■区域区分の変更の方針（区域区分の廃止、

市街化区域及び市街化調整区域の編入） 

都都市市計計画画区区域域にに関関すするる  

ママススタターーププラランンのの策策定定方方針針  

■都市計画区域マスタープランに関する基

本的事項 

■都市計画区域マスタープランの策定方法 

■市町村マスタープランの積極的策定 

土土地地利利用用制制度度のの運運用用方方針針  

■用途地域における適切な土地利用の実現 

■用途地域が定められていない区域におけ

る都市的土地利用への対応 

立立地地適適正正化化計計画画のの運運用用方方針針  

■立地適正化計画の必要性と活用の考え方 

■立地適正化計画への記載内容と策定手続 

■他の計画との関係、県の広域調整 

広広域域調調整整のの運運用用方方針針  

■広域調整の必要性 

■立地制限を受ける大規模集客施設 

■山口県広域調整ガイドラインによる円滑

な制度運用 

都都市市計計画画区区域域外外ででのの  

制制度度のの運運用用方方針針  

■準都市計画区域制度の適用の検討 

■都市計画区域外及び準都市計画区域外の

建築形態規制の適用の考え方 

■地方公共団体の条例等による対応の考え方 

住住民民がが参参加加ででききるる  

都都市市計計画画のの仕仕組組みみづづくくりり  

■まちづくりの段階に応じた住民と行政の

役割分担 

■住民意見の反映の仕組みづくり 

■まちづくりリーダーの育成・活用 

第３章 都市計画制度の運用方針 


